
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員会名 重点的に調査している事項 

総務委員会 自主・自立のまちづくり／効果的・効率的な行財政運営／地域防災と協働のまちづくり 

厚生委員会 環境保全及び清掃／高齢者・障害者福祉及び介護保険制度／疾病の予防と対策／子育て支援 

産業経済委員会 観光及び空港／地元企業の活性化及び産業間連携／農林業及び畜産業の振興 

建設文教委員会 道路、河川及び橋りょう／住まい／上、下水道の維持管理／学校教育／スポーツ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 30年度 市民意見交換会 配布資料 

 

 

議会は地方公共団体に置かれる合議体の議事機関です。予算や条例の制定など、地方公共団体の行政運営

の基本的事項について審議し、決定します。 

 

 

 １ 

議事機能 政策提案機能 

市の意思の決定、行政執行の監視・評価 市民の意見を反映した政策提案 

その他の活動 

・ 条例の制定・改廃 

・ 予算の議決／決算の認定 

・ 重要な契約の締結や財産取得・処分 

・ 市の事務に対する調査 など 

本会議・委員会に 

付随する活動 

・ 条例案の提案 

・ 国等への意見書提出 

・ 市政への政策提言 など 

市
民
に
見
え
に
く
い 

市
民
に
見
え
る 正副議長公務 

◇ ３月定例会では、平成 30 年度予算等を可決 

◇ ５月臨時会では、新たな議長、常任委員会委員及び議会運営委員を選出 

◇ ６月定例会では、平成 30 年度補正予算等を可決 

◇ ９月定例会では、平成 30 年度補正予算等を可決し、平成 29 年度決算を認定 
 

【 国などに提出した意見書 】 

◇ 地方公務員法及び地方自治法の一部改正における会計年度任用職員の処遇改善と

任用の安定に関する意見書 

◇ 地方消費者行政に対する財政支援（交付金等）の継続・拡充を求める意見書 

◇ 北海道主要農作物種子条例の制定に関する意見書 

◇ ＪＲ根室線の早期災害復旧と路線維持を求める意見書 

◇ 地方財政の充実・強化を求める意見書 

◇ 平成 30年度北海道最低賃金の改正に関する意見書 

◇ ライドシェアの導入に対する慎重な審議を求める意見書 

◇ 教職員の超勤・多忙化解消・「30 人以下学級」の実現、義務教育費国庫負担制度堅

持、「子どもの貧困」解消など教育予算確保・拡充と就学保障の充実に向けた意見書 

◇ 林業・木材産業の成長産業化に向けた施策の充実・強化を求める意見書 
 

【 提出された陳情の結果 】 

◇ 地方消費者行政に対する財政支援の継続・拡充について ⇒ 採択 

◇ 愛玩動物の適正飼養と飼養環境の確保について ⇒ 一部採択 

 

議会基本条例の制定も含め、市民にわかりやすい、開かれた議会をめざし、様々な 

議会改革に取り組んできました。 

【 平成 22 年以降の主な取組み例 】 

◇ 表決態度の公表  ◇ 議会ホームページの充実  ◇ 議会だよりの発行 

◇ インターネット中継の開始（現在はスマートフォンやタブレット端末にも対応） 

◇ 議会基本条例の点検 

◇ 傍聴における「幼児の一時預かり」や「手話通訳者の派遣」など  ◇ 議員政策研究会の発足 

◇ 政務活動費領収書のインターネット公開  ◇傍聴規則の見直し 

◆ 議会における災害時の対応 

◆ 議会のペーパーレス化 

◆ 会議規則等の取扱い 

本会議・委員会活動 

帯広市議会では、年４回（３・６・９・12月）の定例会と必要に応じて開催する臨時会を行っています。定例会

では、議案審議のほか、各議員が様々な観点から行政全般にわたる事務の執行状況や将来への方針等について質

問（一般質問）をしています。また、本会議がない時期も各常任委員会は自主的に調査活動を実施しています。 

請願・陳情の受理、審査 

※ 委員会室での質疑のほか、農作物の生育状況や災害 

復旧の現状など、現地調査も実施しています。 

また、帯広市議会では、平成 22年に議会・議員の活動原則や市民、市長等との関係など、具体的な事項を 

市民への誓約として定める議会の最高法規として、議会基本条例（裏面参照）を制定しています。 

 

 
 ２ 

政党・政治活動など 

こうした意見書・陳情については、委員会でも採決されることがありますが、本会議における採決が

法的効力を持つ議会の最終決定となります。 

 

 

議案の審査、委員会での調査、各種団体との 

懇談、議決等に基づく視察など 

議会を代表する活動（各種行事への参加など） 

一般質問の作成、議案等の調査、政務活動、 

議会内任意の協議（打合せ、会派内協議等） 

住民相談、市主催行事への出席など 

現在 検討中！ 

４ 

 

公
務
性 

 ５ 
 ３ 



◎ 帯広市議会基本条例 
 
日本国憲法は地方自治を規定し、その本旨を受けた地方自治法によって、地方公共団体の責務を「住民の福祉の増進を図ること」

と定めています。地方のことは地方で決定し、地方が担っていくという地方分権の時代を迎えています。 

市長とともに市民の代表である議員・議会には、市長等の執行機関と緊張関係を保ちながら、市の意思を決定し、行政執行を監

視、評価する議事機関としての役割と責務に加えて、市民の意見を反映した政策提案機能の充実が求められています。そのために

は、公正かつ透明で、市民にわかりやすい、開かれた議会運営のもとに、市民への情報の提供と共有化を図ることが何よりも重要

です。その上で、議員が活発に議論を交わして結論を出し、その議論の中で、市政の問題点を広く市民に明らかにして、自治への

関心を喚起し、その理解と参加を得ていくことが必要です。 

帯広市議会は、昭和８年６月１日の発足以来、議会の歴史の上に立って、独自性、自立性を発揮し、議会改革に努め、市民の福

祉の向上を最大の使命として議論を重ねてきました。私たち市議会議員は、市民の声を真摯に受け止め、期待される役割を発揮で

きるよう研さん努力し、さらなる改革を進めて、市民の負託に応えていかなければなりません。ここに、帯広市議会は、住民自治

の主権者である市民への誓約として、議会、議員の活動原則並びに議会と市民及び市長等との関係など基本的な事項を定め、議会

の最高規範として、この条例を制定します。 

 

第１章 目的〔目的〕 

第１条 この条例は、議会及び議員にかかる基本的事項を定め、もって市民参加による豊かなまちづくりの実現に寄与すること 

を目的とする。 

 

第２章 議会及び議員の活動原則〔議会の活動原則、議員の活動原則、会派〕 

第２条 議会は、次に掲げる原則に基づき活動しなければならない。 

( １)  市民を代表する議決機関であることを常に自覚し、公正性、透明性を確保し、市民に信頼される開かれた議会を目指す 

こと。 

( ２)  市民を代表し意思決定する議決機関として、市長等執行機関の市政運営に対する評価、監視機関 しての役割を果たすと 

ともに、政策立案、政策提言機能の充実強化を図ること。 

( ３)  市民の多様な意見や専門的知見等を的確に把握し、必要な調査を実施して、市政に反映させるための議会運営に努める 

こと。 

( ４)  市民にとって分かりやすい言葉を使うなど、市民の傍聴及び参加の意欲を高める議会運営に努めること。 

( ５)  地方分権の進展に的確に対応するため、他の地方公共団体の議会との交流及び連携を行うこと。 

( ６)  この条例に定めるもののほか、この条例をふまえ、別に定める会議規則、委員会条例及び議会内での申し合わせ事項等 

を継続的に見直しすること。 

第３条 議員は、次に掲げる原則に基づき活動しなければならない。 

１ 議会の構成員として、一部の団体及び地域の代表にとどまらず、市民全体の福祉の増進を目指して活動すること。 

２ 市政全般についての課題、市民の意見、及び要望等を的確に把握し、また自己の能力を高めるために不断の研さんに努め、 

市民の代表としてふさわしい活動をすること。 

３ 議会が言論の府であること、合議制の機関であること及び議員間は平等であることを十分に認識し、議員間の自由な討議 

を重んじること。 

第４条 議員は、議会活動を行うに当たり、議長に申し出て会派を結成することができる。 

２ 会派は、政策を中心とした理念を共有する複数の議員で構成し活動する。 

３ 会派は、政策立案、政策決定、政策提言等に関し、必要に応じ他の会派との間における調整を行い合意形成に努めるほか、 

議会運営に関し、議会運営委員会等を通じ、会派間における調整を行うものとする。 

４ 前項の規定は、会派に所属しない議員の活動を制限するものとして解釈してはならず、かつ、議会は、会派に所属しない 

議員の意見が議会運営に反映されるよう配慮しなければならない。 

 

第３章 市民と議会との関係〔市民参加及び市民との連携、議会広報の充実〕 

第５条 議会は、市民に対し積極的にその有している情報を公開し、説明責任を十分に果たさなければならない。 

２ 本会議のほか、常任委員会、議会運営委員会及び特別委員会（以下「委員会」という。）は、原則として公開しなければ 

ならない。 

３ 委員会の運営に当たっては、参考人制度及び公聴会制度を十分に活用し、市民の専門的又は政策的識見等を議会の討議に反 

映させるよう努めるものとする。 

４ 請願及び陳情の付託を受けた委員会は、これを市民による政策提案と位置づけ、その審査においては、提案者の意見を聴 

く機会を設けなければならない。 

５ 議会は、議員と市民が市政全般にわたり情報及び意見を交換する市民との意見交換の場を多様に設けるよう努めなければ 

ならない。 

第６条 議会は、市民に議会と市政への関心を持たれるよう、多様な議会広報活動に努めなければならない。 

 

第４章 市長等と議会との関係〔緊張関係の保持、議会への重要政策等の説明、地方自治法第 96条第２項の議決事件〕 

第７条 議会審議における議員と市長その他の執行機関の長及びその補助職員（以下「市長等」という。）は、次に掲げると 

ころにより、緊張関係の保持に努めるものとする。 

( １)  本会議における議員と市長等との質疑応答は、広く市政上の論点及び争点を明確にして、一問一答方式等で行うことが 

できる。 

( ２)  議長から本会議及び委員会への出席を求められた市長等は、当該議員または委員の質問及び質疑に対し、答弁に必要な 

範囲内で、議長又は委員長の許可を得て反問することができる。 

第８条 議会は、市長が提案する重要な政策について、議会審議における論点を整理し、その政策水準を高めるため、市長に 

対し、次に掲げる事項を明らかにするよう求めるものとする。 

( １)  政策提案の根拠 

( ２)  提案に至るまでに検討した他の政策の是非を含めたその経緯 

( ３)  他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 

 

 

( ４)  市民参加の実施の有無とその内容 

( ５)  総合計画との整合性 

( ６)  財源措置 

( ７)  将来にわたるコスト計算と政策効果 

２ 議会は、前項の政策等の提案を審議するに当たって、立案及び執行における論点、争点を明らかにするとともに、執行後 

における政策評価に資する審議に努めるものとする。 

第９条 議会は、議会の監視機能上の必要性と市長の政策執行上の必要性を比較衡量の上、地方自治法（昭和 22年法律第 67 

号）第 96条第２項の規定に基づき、議会の議決すべき事件の追加を積極的に活用するものとする。 

２ 前項の議決すべきものについては、帯広市議会の議決すべき事件に関する条例（平成 18年条例第１号）で定める。 

 

第５章 委員会の活動〔委員会中心主義、討議による合意形成、委員会の適切な運営〕 

第 10条 議会の運営は、原則として委員会での審査、調査を経た後、その結果をもとに、本会議において審議、表決を行う委 

員会中心主義によるものとする。 

第 11条 委員は、審査に当たっては、委員相互間の自由な討議に努めるものとする。 

２ 委員は、議員、委員会及び市長提出議案並びに市民提案に関し、審査し結論を出す場合は、委員相互間の論議を尽くし、合 

意形成を図るよう努めなければならない。 

第 12条 委員会は、社会経済情勢等により新たに生じる市政課題に迅速かつ的確に対応するため、委員会の専門性と特性を活 

かし、適切な運営に努めなければならない。 

２ 委員会は、委員の資質向上及び政策の充実に資するため、独自に調査研究するよう努めるものとする。 

３ 委員会は、市政課題に柔軟に対処するため、議員及び市民が自由に情報及び意見を交換する懇談会等を積極的に行うよう努 

めるものとする。 

４ 委員会は、審査等に当たっては、資料等を積極的に公開しながら、市民に対し分かりやすい議論を行うよう努めなければな 

らない。 

５ 委員長は、委員会の秩序保持に努め、委員会報告に対する質疑については、責任を持って答弁しなければならない。 

 

第６章 政務活動費〔政務活動費の交付、適正な執行及び透明性の確保〕 

第 13条 議員の調査研究その他の活動の充実を図り、もって議会の審議、立案等の機能を強化するため、帯広市議会政務活動 

費の交付に関する条例（平成 13年条例第６号）で定めるところにより、政務活動費の交付を受けた会派及び会派に属さない 

議員は、政務活動費を適正に執行しなければならない。 

２ 政務活動費の交付を受けた会派及び会派に属さない議員は、帯広市議会政務活動費の交付に関する条例第８条の収支報告書 

提出後、速やかに証拠書類を公開することにより、その使途の透明性を確保するとともに、市民に対し説明責任を果たすもの 

とする。 

 

第７章 議会及び事務局の組織体制整備〔議員研修の充実強化、議会図書室、議会事務局の組織体制整備〕 

第 14条 議会は、議員の資質の向上を図るため、議員研修の充実強化に努めるものとする。 

２ 議会は、議員研修の充実強化に当たり、広く各分野の学識経験を有する者及び市民等との議員研修会を積極的に開催するも 

のとする。 

３ 議会は、市政課題を広い視点から捉えるため、議員に他の地方公共団体事例等を調査研究する機会を設けるよう努めるもの 

とする。 

第 15条 議長は、議員の調査研究及び市政運営の参考に資するため、議会図書室の充実に努め、適正に管理し運営するものと 

する。 

２ 前項の議会図書室の運営等については、帯広市議会図書室条例（昭和 23年条例第 17号）等で定める。 

第 16条 議長は、議会の政策形成及び政策立案能力を向上させ、議会活動を円滑かつ効率的に行うため、議会事務局の調査及 

び法務機能の充実強化を図るものとする。 

２ 前項の体制整備については、帯広市議会事務局設置条例（昭和 26年条例第 28号）等で定める。 

 

第８章 議員の政治倫理、定数及び議員報酬等〔議員の政治倫理、議員定数、議員報酬等〕 

第 17条 議員は、市民全体の奉仕者として人格と倫理の向上に努め、いやしくも自己の地位に基づく影響力を不正に行使する 

ことによって、市民の疑惑を招くことのないよう行動しなければならない。 

第 18条 議員定数の改正に当たっては、行財政改革の視点を含め、市政の現状と課題、将来の予測と展望を十分に考慮するも 

のとする。 

２ 議員定数は、人口、面積、財政力及び市の事業課題並びに類似市等と比較検討するとともに、多様な市民意思を十分に反映 

でき、かつ合議制の機関として活発な議論が可能となるよう、総合的な観点から決定するものとする。 

３ 議員の定数は、帯広市議会議員定数条例（平成 12年条例第 43号）で定める。 

第 19条 議員報酬等は、そのあり方を含め、その額が議員の職務及び職責に見合うよう適時に見直しをするため、帯広市特別 

職報酬等審議会条例（昭和 39年条例第 48号）に定める審議会の意見を参考にするものとする。 

２ 議員報酬等は、帯広市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和 32年条例第 22号）で定める。 

 

第９章 最高規範性及び見直し〔最高規範性、見直し手続〕 

第 20条 この条例は、議会の最高規範であり、議会に関する他の条例、規則等を解釈し、又は制定し、若しくは改廃するに当 

たっては、この条例の趣旨を尊重し、この条例に定める事項との整合を図らなければならない。 

２ 議会は、議員にこの条例の理念を浸透させるため、一般選挙を経た任期開始後速やかに、この条例の研修を行わなければな 

らない。 

第 21条 議会は、常に、この条例の目的が達成されているかどうかを議会運営委員会において検討するものとする。 

２ 議会は、前項の検討の結果に基づき、この条例の改正を含む適切な措置を講ずるものとする。 

３ 議会は、この条例を改正するに当たっては、本会議において、改正の理由及び背景について詳しく説明しなければならない。 


